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Ⅴ お わ り に










































条）においては，裁判所が提出命令を行うケースがある（最（大）決昭 44 年 11 月 26 日
刑集 23 巻 11 月 1490 頁（博多駅事件）等参照）。
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如何。



















とされ（刑訴規則 139 条 1 項），当該書面（捜索・差押許可状請求書）7)には，刑訴
規則 155 条 1 項各号所定の事項を記載するとともに，被疑者又は被告人が罪を
犯したと思料されるべき資料を提供しなければならないとされている（刑訴規
⚕） 河上和雄ほか編『大コンメンタール刑事訴訟法〔第 2版〕⑷』545 頁〔渡辺咲子〕（青
林書院，2012 年）等参照。なお，「司法官憲」の意味については，井上正仁「令状主義
の意義」井上正仁・酒巻匡編『刑事訴訟法の争点』74 頁（有斐閣，2013 年）参照。
⚖） 渡辺・前掲注⚕）550 頁，井上・前掲注⚕）75 頁等参照。さらに，酒巻匡『刑事訴訟
法』107 頁（有斐閣，2015 年），上口裕『刑事訴訟法〔第 4 版〕』140 頁（成文堂，2015
年）は，後記の捜索差押えの必要性・相当性も「正当の理由」の一要素であるとする。
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則 156 条 1 項）。さらに，被疑者又は被告人以外の者の身体，物又は住居その他
の場所についての捜索のための令状請求の場合は，差し押さえるべき物の存在
を認めるに足りる状況があることを認めるべき資料を提供しなければならない




用すること（刑訴法 222 条 1 項）により自明のものとなる。すなわち，準用さ
れている規定を捜査機関の行う捜索に読み替えれば，「（捜査機関は）必要があ
るときは，（被疑者若しくは）被告人の身体，物又は住居その他の場所に就き，
捜索をすることができる。」（刑訴法 222 条 1 項の準用する刑訴法 102 条 1 項），
「（被疑者若しくは）被告人以外の者の身体，物又は住居その他の場所について
は，押収すべき物の存在を認めるに足りる状況のある場合に限り，捜索をする
























また，憲法 35 条の「正当な理由」に基づき10)，あるいは，刑訴法 218 条 1
項の「犯罪の捜査をするについて必要があるとき」に基づき11)，強制処分に
よるべき必要性も要することも異論はない。
この必要性の内実を示したリーディングケースは，最決昭和 44 年 3 月 18 日

















1996 年）200 頁，渡辺・前掲注⚕）551 頁。
12） 酒巻・前掲注⚖）110 頁，上口・前掲注⚖）146 頁。
13） 伊藤＝河上・前掲注 11）200 頁，渡辺・前掲注⚕）552 頁。
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録し，これを放映した。その後，Y は X を贈賄で検察庁に告発するとと
もに，A にあるビデオテープが決定的証拠であると主張した。そこで，











15） サピーナによる証言強制について，Branzburg v. Hayes, 408 U.S.665, 92 S. Ct. 2646
（1972），令状による捜索差押えについて，Zurcher v. Stanford Daily, 436 U.S. 547, 98 S
Ct. 1970（1978）。これらの解説については，上口裕『刑事司法における取材・報道の自
由』（成文堂，1989 年）11 頁以下及び 65 頁以下，池田公博『報道の自由と刑事手続』
（有斐閣，2008 年）188 頁以下及び 197 頁以下をそれぞれ参照。
















例題 2 では，判例上，「憲法 21 条の表現の自由の保障のもとにある」19)とさ
れている報道の自由又は「憲法 21 条の趣旨に照らし十分尊重されるべきも
の」20)とされている報道のための取材の自由との衝突・調整が問題となる21)。
16） Reporters Committee for freedom of the press, The First Amendment Handbook 7th
ed., pp 23, https://www.rcfp.org/rcfp/orders/docs/FAHB.pdf
17） 伊藤榮樹ほか編『注釈刑事訴訟法〔新版〕⑵』〔藤永幸治〕172 頁（立花書房，2000
年），渡辺・前掲注 14）316，327 頁等参照。
18） 藤永・前掲注 17）172 頁，渡辺・前掲注 14）332 頁，福岡高決昭和 44 年 9 月 20 日高
刑集 22 巻 4 号 616 頁（後掲の博多駅事件抗告審決定）。






























































する捜索差押の可否」別冊判例タイムズ 35 号 140 頁等）。また，法が通信事務取扱者に
対し通信の秘密を守るべき義務を負わせている（例えば，郵便法（昭和 22 年法律第 165







































関の差押処分が憲法 21 条に違反しないとされた事例」警察研究 64 巻 6 号 59 頁及び池
田・前掲注 15）42 頁を参照。
25） 永井・前掲注 23）30 頁。






























































29） 池田・前掲注 15）48 頁参照。
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事前折衝の不存在は捜索及び差押えの違法性を基礎づける積極要素であるとは





















30） 河上・前掲注 22）「憲法上の権利の衝突 取材の自由と刑事司法」51 頁参照。
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Ⅳ 捜索差押えと接見交通権（秘密交通権），防御権との調整局面
例題⚓ X は，Y との実行共同正犯による強盗被疑事件で警察署の留
置施設に勾留されていた。Xは当該被疑事実を当初認めて自白していた。
Xは私選弁護人を選任しており，Xに刑訴法 81 条の接見等禁止処分は付
されていなかった。X は，勾留 5 日目以降，「実は，本件の実行犯は既に
死んでいる Zと Yだ。私は計画段階には参加していたが，実行前に Zと







した。そこで，検察官は，X には Y ら関係者との間で手紙を発受する方
法により，本件強盗事件について通謀し，口裏合わせをしているおそれが
あると認めた。


































井晢章「アメリカにおける弁護士・依頼者間秘匿特権」刑事法ジャーナル 49 号 46 頁以
下参照。ヨーロッパにおける秘匿特権の概要と展望について，今井猛嘉「ヨーロッパに
おける弁護士・依頼者間秘匿特権」刑事法ジャーナル 49 号 56 頁以下，更に我が国と英
米法・大陸法の秘匿特権に関する比較法的研究報告として，日本弁護士連合会・弁護士
と依頼者の通信秘密保護制度に関するワーキンググループ「弁護士と依頼者の通信秘密
保護制度に関する最終報告」（2016 年 6 月），秘匿特権一般及び我が国における秘匿特権
に関する制度及び裁判例を解説したものとして，川出敏裕「弁護士・依頼者間秘匿特権
を巡る現状と課題」刑事法ジャーナル 49 号 38 頁以下をそれぞれ参照。
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また，裁判例においても，音楽著作権の管理事業を営む一般社団法人（原告
及び控訴人）が，独占禁止法 7 条 1 項の排除措置命令を受けたことから，同法





















に対するものは同法 222 条 1 項，105 条）が認められている。
36） 東京地判平成 25 年 1 月 31 日訟務月報 60 巻 3 号 546 頁。
37） 東京高判平成 25 年 9 月 12 日訟務月報 60 巻 3 号 613 頁。



























40） 刑訴法 105 条には押収拒絶権を行使できない例外事由として，「裁判所規則で定める事
由」を挙げているが，当該規則は制定されていない。
41） 熊本地決昭和 60 年 4 月 25 日判タ 557 号 290 頁。
42） 藤永・前掲注 17）172 頁，渡辺・前掲注 14）327-328 頁。
43） 藤永・前掲注 17）172 頁。
44） 藤永・前掲注 17）173 頁。
45） 渡辺・前掲注 14）329 頁。
46） 藤永・前掲注 17）173 頁，渡辺・前掲注 14）331 頁。
47） 藤永・前掲注 17）174 頁，渡辺・前掲注 14）332 頁。













なお，民事手続では，「第 197 条第 1 項第 2 号に規定する事実…（中略）…
で，黙秘の義務が免除されていないものが記載されている文書」については，
裁判所に対する文書の提出を拒むことができるとされている（民訴法 220 条 4
号ハ）。これは，同条の知的専門職を信頼して秘密50)を打ち明けた依頼者等の，
当該知的専門職に対する信頼を保護するため，文書の一般提出義務に対する除





















一般文書提出義務の除外事由及び知的専門職の証言拒絶権（民訴法 197 条 1 項 2
号）に関しては，法令上の守秘義務がある一定の専門的な職業に限り，例外的














51） 高田裕成ほか編『注釈民事訴訟法⑷』〔三木浩一〕525 頁（有斐閣，2017 年）。
52） 三木・前掲注 51）525 頁。
53） 伊藤眞「自己使用文書としての訴訟等準備文書と文書提出義務」『佐々木吉男追悼・民
































57） 最（大）判平成 11 年 3 月 24 日民集 53 巻 3 号 514 頁，判時 1680 号 72 頁，判タ 1007
























国賠訴訟において，「刑訴法 39 条 1 項は…およそ接見内容について捜査機関は
これを知ることができないとの接見内容の秘密を保障したもの」62)，「捜査機
関による接見内容の事後的な聴取が実質的には接見交通権を侵害する」63)，あ
58） 佐藤幸治『憲法〔第 3版〕』（青林書院，1995 年）595 頁，伊藤正己『憲法〔第 3版〕』
（弘文堂，1995 年）340 頁，渋谷秀樹『憲法〔第 2版〕』（有斐閣，2013 年）243 頁，宇藤
崇ほか著『刑事訴訟法』（有斐閣，20012 年）171 頁，田口守一『刑事訴訟法〔第 6版〕』
（弘文堂，2012 年）131 頁，上口・前掲注⚖）186 頁，司法研修所刑事弁護教官室編『平
成 26 年版刑事弁護実務〔追補版〕』（日本弁護士連合会，2015 年）35 頁も「被疑者・被
告人の防御権…を行使することを制度的に担保する権利が被疑者・被告人の弁護人依頼
権なのである」とする。
59） 中島基至「最判解」法曹時報 66 巻 8 号 259 頁。
60） この点に関し，大坪丘「判解」『最判解平成 11 年度刑事編』（法曹会）279 頁等参照。
61） 河上和雄ほか編『注釈刑事訴訟法〔第 3 版〕⑴』（立花書房，2011 年）〔植村立郎〕
454 頁。
62） 鹿児島地判平成 20 年 3 月 24 日判時 2008 号 3 頁（取調警察官が勾留中の被疑者から弁
護人との接見内容を聴取して供述調書を作成した行為を違法と判断したもの）。













63） 京都地判平成 22 年 3 月 24 日判時 2078 号 77 頁（勾留中の被疑者が取調警察官に対し
弁護人との接見内容を自発的に話したことを聞き取った行為を適法と判断したもの）。
64） 佐賀地判平成 22 年 12 月 17 日訟月 57 巻 11 号 2425 頁，福岡高判平成 23 年 7 月 1 日判






して，後記大阪地判平成 12 年 5 月 25 日判時 1754 号 102 頁がある。
また，留置施設である警察署の留置担当官が，接見等禁止決定付きで勾留されていた










京都地判平成 24 年 4 月 10 日 LLI/DB 判例秘書判例番号 LO6750232 等がある。





































えられる（中桐圭一「弁護人との接見時のやりとりに関する尋問」判タ 1322 号 43 頁参
照）。





⒜ 福岡高判平成 23 年 7 月 1 日の示した合理的調整
裁判例において，秘密交通権も捜査権行使に伴う制約に服することがあるこ
とを前提として，参考となる判断枠組みを提示したのが，福岡高判平成 23 年












































































































2005 年）31-32 頁，42-43 頁，渡辺直行「被疑者・被告人と弁護人間の文書等の差押え
（秘匿特権）」刑事法ジャーナル 46 巻 61 頁等を参照。




72） 前掲注 57）最（大）決平成 11 年 3 月 24 日。


























73） ᷤ野尋之「判批」判時 2148 号 158-159 頁。
74） 前掲注 57）最（大）判平成 11 年 3 月 24 日。
75） 犯罪捜査規範 166 条参照。
76） 最決昭和 36 年 11 月 21 日刑集 15 巻 10 号 1764 頁，最決昭和 57 年 3 月 2 日裁判集刑事



























頁，河上和雄ほか編『大コンメンタール刑事訴訟法〔第 2 版〕⑷』168 頁〔河上和雄＝
河村博〕（青林書院，2012 年），川出敏裕「判例講座刑事訴訟法〔捜査・証拠Ἣ〕」42-43
頁（立花書房，2016 年），佐賀地決平成 16 年 9 月 16 日判時 1947 号 3 頁，仙台高判昭和
55 年 8 月 29 日判時 980 号 69 頁等。
78） 前掲注 57）最（大）判平成 11 年 3 月 24 日。



















































80） 中桐・前掲注 67）40 頁，加藤俊治「判批」警察学論集 64 巻 10 号 178 頁，中島・前掲
注 59）260 頁。
81） 中島・前掲注 59）250 頁参照。
82） 刑訴法 197 条 1 項本文参照。


























84） 中桐・前掲注 67）43 頁，中島・前掲注 59）262 頁。なお，中桐は，前掲論文において，
弁護人の弁護活動ないし防御活動の範囲を著しく逸脱し秘密交通権を濫用しているとし








問題」（1984 年，立花書房）158 頁，安西溫「改訂刑事訴訟法下」（1982 年，警察時報
社）736 頁，藤原彰「弁護人の秘密交通権と捜査をめぐる問題点について」法務研究報
告書 62 巻 2 号 150 頁がある。
85） 植村・前掲注 61）461 頁，河上和雄ほか編『大コンメンタール刑事訴訟法〔第 2 版〕
⑴』445 頁〔河上和雄＝河村博〕（青林書院，2013 年）等。
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収容者処遇法 135 条 1 項，2 項，222 条 1 項，3 項 1 号イ）。また，当該被疑者等か
ら弁護人等が受ける信書については，前記指名する職員において検査をし，発
受によって罪証隠滅の結果を生ずるおそれがあるときなどに該当する場合には，
その発受を差し止めることなどができるとされている（同法 135 条 1 項，136 条，
129 条 1 項，222 条 1 項，224 条 1 項）88)。





















































































ｂ．大阪地判平成 27 年 3 月 16 日判時 2315 号 69 頁，控訴審大阪高判平成
28 年 4 月 22 日判時 2315 号 61 頁
⒜ 事案の概要




事件での起訴後の平成 21 年 11 月 13 日の公判期日においてもこれを維持して
いた。しかしAは，平成 22 年 2 月 3 日実施の被告人質問において強盗被告事
件の共謀及び実行を否認するに至った。同被告事件の係属裁判所は，X の請
求を受け，A について刑訴法 81 条に基づき接見等禁止の決定をした（同決定
は 8 月 2 日まで継続した。）。さらに，Aは 2 月 26 日の公判期日において，強盗




一方 X は，A ほか関係者の刑事施設等から接見及び信書の発受に関する回
答を受けるなどした結果，3 月 10 日までには，A において，前記 2 月 3 日ま
での間に，B 及び D らに対し，強盗被告事件の偽証を教唆する等の罪証隠滅
工作を行おうとしていることを把握し，3 月 30 日には，Aの弁護人が Dと接
見し，同接見において，D が A のアリバイ証人として証言する旨述べている
ことも把握した。
4 月 1 日，A の公判担当検察官は X から Y に交替したところ，6 月 9 日の
強盗被告事件の第 3 回期日間整理手続において，B 及び D 等の証人尋問が決
定された。
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1 日には捜索すべき場所をAの刑事施設の領置倉庫91)とするほかは 6月 29 日
請求に係るものと同じ捜索差押許可状を請求し，いずれも令状担当裁判官が同
許可状を発付した。
平成 22 年 7 月 2 日，Yの指示を受けた検察事務官 3 名は前記刑事施設にお
いて捜索差押えを行った92)結果，A の居室及び書信室から，弁護人宛の書き
損じ等が含まれた便せん 1束，弁護人宛の信書 1束（以下「本件手紙」という。），

















92） Y の指示に従って捜索差押を執行した検察事務官は，B，D といった罪証隠滅対象者
の氏名の出てくる文書又は第三者に対する言伝を依頼する文書かという判断基準により
押収物を選別した。



























条 1 項及び 2項から，急速を要する場合以外は身柄拘束をされている被告人以
外の訴訟当事者に捜索差押えの立会権及び当該立会権者への事前通知が求めら


















































































































ｃ．千葉地判平成 27 年 9 月 9 日（裁判所ウェブサイト，LEX/DB 25447756，


































95） 原判決において，刑訴法 39 条 1 項が被疑者等と弁護人等との間で授受される信書につ
いても授受時のみならず授受後もその内容を秘匿する利益を保護しているなどと判示し，
秘匿する権利を保障しているとは判示していないのは，かかり信書の秘匿については，
刑訴法 39 条 1 項により，秘匿する権利として法律上保護されているものとは言い得ない
ものの，法律上認められる立場とは言い得ると解釈しているといえる。









































































































































































































































の調整として参考になるものとして，東京地決平成 10 年 2 月 27 日判時 1637 号 152 頁，
投票の秘密との調整として参考になるものとして，大阪地堺支決昭和 61 年 10 月 20 日判
時 1213 号 59 頁。これらを検討したものとして，上口・前掲注⚖）149 頁参照。
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会が奪われるような不利益か否か，それとも将来における取材の自由が妨げら
れるおそれといった可能性にとどまる不利益か否かといった点，秘密交通権や
防御権についても，同様に憲法上や刑事手続上の位置付けのほか，接見におけ
る秘密や被疑者又は被告人の防御事項は，捜査機関に知られた場合には秘密交
通権や被疑者又は被告人の防御権に対し，回復し難い重大な不利益を与えるこ
とを重視しているといえる。
捜索差押えに当たる捜査機関としては，捜索差押えにより影響を受ける被処
分者の重要な権利利益の意義や内実，更には当該影響による不利益の程度を念
頭におきつつ，捜査の必要性と当該権利利益との合理的調整の中で令状請求，
執行，執行後の還付等の一連の活動を行うべきということになろう。
以上
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